
ＰＰＰ／ＰＦＩにおける肥後銀行のパーパス

肥後銀行 地域振興部 公務室
推進役代理 平野 貴庸



平野 貴庸
2007年 入行
～2017年 熊本市内店舗等
2018年～ 九州財務局勤務
2021年～ 地域振興部公務室、東洋大学公民連携専攻修了

担当業務：熊本県内の１１市町村（全般）、会計業務受託
商品券業務受託、財務省貸出、地公体格付、PPP/PFI

自己紹介
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１．行内体制、九州FG PPP/PFIプラットフォーム
２．取り組み内容、事例紹介
３．現在の取り組み
４．最後に
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事業検討 事業開始事業者選定募集要項公表導入可能性調査

地
方
公
共
団
体
様 地域振興部

PFI担当者

法
人
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
部

事
業
者
様

導入可能性調査

九州FG PPP／PFIプラットフォーム（アドバイザー様）

情報交換

各種セミナー

情報交換

各種セミナー

アドバイザリー契約
【ファイナンス】

㈱九州経済
研究所

地方経済総合
研究所

 「官」「民」の担当部署を分けることによる地方公共団体様との密接な関係構築
 国土交通省様「PPP協定」のパートナーとしての積極的な取り組み Ｒ6年度も採択

１（１）．肥後銀行の行内体制
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１（２）．九州ＦＧ ＰＰＰ／ＰＦＩプラットフォーム①

アドバイザー
東洋大学 PPP研究センター長
根本祐二教授
日本政策投資銀行

日本経済研究所
PFI推進機構

地元業界10団体
•熊本県建設業協会
•熊本県建築士事務所協会
•熊本県管工事業組合連合会
•熊本県ビルメンテナンス協会

連携

九州フィナンシャルグループ

事務局：地域振興部 事務局：地域支援部

熊
本
県
内
地
公
体
（
46
団
体
）



公
民
連
携
手
法
の
啓
蒙
・導
入
検
討
支
援


事
例
紹
介
・サ
ウ
ン
デ
ィ
ン
グ
実
施
支
援

等

会員企業数約2,400社

…

九州ＦＧ ＰＰＰ／ＰＦＩプラットフォーム

地公体の財政負担軽減に繋がるPFI手法の啓蒙・導入検討支援が目的
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各分野の第一人者にアドバイザーとして参加頂き、様々な形で支援頂いております

大学院入学による人材育成

根本教授によるセミナー講演

当行職員の出向派遣

コンサルタント事例の情報共有

ファイナンスの協調対応

事業者のリスク軽減支援

出資・融資による案件組成支援

先進的手法の導入支援(SIB等)

１（３）．九州ＦＧ ＰＰＰ／ＰＦＩプラットフォーム②
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活動項目 開催回数 参加者累計

共通セミナー １８回 ３，２５６名

個別勉強会 ３８回 ９１６名

合計 ５０回 ４，１７２名

その他の活動
国土交通省地方ブロックプラットフォームへコアメンバーとして参加
日本政策投資銀行PPP/PFI大学校での講演
熊本市公民連携プラットフォーム設立・運営への協力
国土交通省「ＰＰＰ協定パートナー」に認定 等

セミナー・個別勉強会の様子

活動項目 自治体割合 民間割合

共通セミナー ４９％ ５１％

個別勉強会 ４７％ ５３％

２（１）．取り組み内容（セミナー・勉強会サマリ）

6



講演テーマ・内容 講師

『PPPで乗り切るインフラ老朽化問題』 東洋大学経済学部教授
根本 祐二 氏

（敬称略）

（敬称略）

2016年3月11日、プラットフォーム設立記念講演会を開催

参加者数 自治体割合 民間割合

２７８名 ５５％ ４５％

（敬称略）

7

２（２）．取り組み内容（プラットフォーム設立記念講演）
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事業概要
事業方式 コンセッション方式（レベル4）
事業期間 20年間（2021年4月～）
事業費 24億円

事業内容 施設運転、維持管理、管路除く施設更新、
料金徴収、災害対応ほか

地公体名 事業名
熊本県 熊本県工業用水道コンセッション

8

・全国初のコンセッション事業
・2016年に当行より工業用水道事業の官民
連携による経営改善を提案
・当行、熊本銀行、PFI推進機構による協調融
資にて対応
・水関係大手企業との接点創出

熊
本
県

（
工
業
用
水
道
事
業
者
）

SPC

（
ウ
ォ
ー
タ
ー
サ
ー
ク
ル

く
ま
も
と
）

ユーザー企業

認可

工業用水供給 料金

国

運営権設定

実施契約

運営等

モニタリング

水道料金

２（３）．事例紹介①



事業概要
事業方式 包括委託（～レベル3）
事業期間 5年間（2021年4月～）
事業費 57.8億円

事業内容 経営および計画支援、管理支援、営業、設
計建設、維持管理、危機管理対応

地公体名 事業名
荒尾市 荒尾市水道事業包括委託(第2ステージ)
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・熊本県内では早期に実現した事例
・県の工業用水道コンセッションと同じ、
メタウォーターが受託
・料金面以外でも、丁寧な情報発信等の
サービス品質に関する評価が高い
・大手企業との取引機会

荒尾市企業局
（ゼネラリスト）

SPC
（スペシャリスト）

利用者

市長
部局

人事
ローテーション

サービス 料金

官民一体の運営

２（４）．事例紹介②
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 ＰＰＰ／ＰＦＩ推進アクションプラン（令和6年改定版）より抜粋

 KPI達成にはコンセッション方式（運営権対価を含み事業規模大）の推進が必要
 全国的に空港コンセッションは完了しつつある状況、次に考えられるのは水道コンセッション
 コンセッション（レベル４）に向け、まずはウォーターPPP(レベル3.5）に取り組む

参考：PPP/PFIアクションプラン



２（５）．取り組み内容（上下水道事業WEBセミナー）
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■目的
個別案件ベースの具体的な支援実施

アドバイザー・コンサルティング会社・事業者との連携強化

ウォーターPPPへの取り組み深化
■概要

活動項目 内 容

個別支援
 個別案件ごとの状況に応じ、情報提供・サウンディング実施支援・導入可能性調査実施

支援、コンサルタント会社紹介など具体的な支援実施
 ファイナンス部門との連携強化・案件化促進

外部連携  スキーム検討段階での外部連携による提案、自治体と企業の個別意見交換セット、事業
者意見の収集と地公体への情報提供

WPPP  宇城市案件支援を通じたノウハウ蓄積、モデル案件創出
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３（１）．現在の取り組み



肥後銀行による支援

①地場企業（個社・各種団体）への説明支援

②コンサルタント会社ヒアリング
③関係省庁との情報共有

今後の支援：サウンディング実施支援、地場企業向
け説明会参加、ファイナンス

事業概要
事業方式 管理・更新一体マネジメント（レベル3.5）
事業期間

未定（導入可能性調査において検討）事業費

事業内容

地公体名 事業名
宇城市 宇城市ウォーターＰＰＰ

経緯・スケジュール

2023年度 国土交通省モデル都市支援事業に採択さ
れスキーム検討（下水道のみ）

2024年度 導入可能性調査プロポーザル実施
（上下水道一体）

2025年度 事業者選定
2027年度 委託開始
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３（２）．現在の取り組み
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統括
計画策定・管理

運転維持管理
点検・修繕 設計・改築 料金収納

地公体 地公体 or 民間事業者

代表企業 代表企業 or 民間事業者
統括は代表企業に替わり、その他の民間委託状況はそのまま維持される形が最もスムーズ
そのためには地場企業のWPPPに対する理解と代表企業（大手企業）のマッチングが重要

大手企業
・WPPP受託ノウハウ
・先進的な改善提案

地場企業
・経験のある人材

・地場目線の改善提案

３（３）．現在の取り組み

⇒上記マッチング支援は地域金融機関が最も適任



地域金融機関によってその地域の未来が変わる
15

私たちは、お客様や地域の皆様とともに、
お客様の資産や事業、地域の産業や自然・文化を

育て、守り、引き継ぐことで、
地域の未来を創造していく為に存在しています

４（１）．最後に



官：公共サービスが維持できる（質向上・コスト低下）
民：価格競争からの脱却、ビジネスチャンス拡大
⇒ＰＰＰ＝官民連携、官と民がＷｉｎ-Ｗｉｎの必要

16

地域金融機関である当行が官と民の仲介役となり、
互いにメリットを享受するPFIスキームを実現させる
ことで持続可能な地域価値創出に寄与します

４（２）．PPP/PFI事業におけるパーパス



（参考）公営住宅ＰＦＩ 補助事業活用推進事業

5件中3件が
熊本県内市町村
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お問い合わせ先

肥後銀行 地域振興部 公務室
担当：平野
ＴＥＬ：096-326-8609
E-mail：komu@higobank.co.jp
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